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日本のエネルギーセキュリティ確保の在り方 

 
１．はじめに 
 原子力はエネルギーセキュリティ上重要である、という議論が多くの場でなされてきて
いる。第二分科会での「エネルギーとしての原子力利用の在り方」の議論でも、このエネル
ギーセキュリティをどのようにとらえるのか、が重要なポイントの一つであると考えられ
る。ここでは、これまで議論されてきた原子力の位置付けに関連して、日本のセキュリティ
確保のあるべき姿について私見を述べさせて頂きたい。 
 
２．セキュリティ確保の考え方 
（１）セキュリティとは 
 そもそも「セキュリティ」とはどのようなことをいうのであろうか。辞書を紐解いてみる
と、セキュリティには安全確保、保障、保安、保全、防護、などの意味がある。 
 我々が普通、「エネルギーセキュリティ」という時、それは将来のエネルギー安定供給確
保についての総合的な危機管理の在り方をさしているのではないか、と私は思っている。エ
ネルギーはどの国にとっても国民全員にとっての必需品であって、各国でも国を単位にその
セキュリティ確保の戦略が検討されてきた。エネルギー資源も市場を通じて調達が可能で
ある、という側面を有するほどにコモディティ化した、という意見もあろうが、一旦国際的
な紛争などが発生すれば、エネルギーの交易上の障害は依然として国を単位として発生する
性格を有するものであると言える。従ってそのセキュリティ確保の方策、危機管理方策も国
を単位として検討すべき政府の主要任務である、ということができよう。 
（２）市場を前提としたエネルギーセキュリティの在り方 
 市場メカニズムによってできるだけ効率的な社会を実現しよう、という潮流の中で、世界
各国が国際的な市場を通じてもっとも効率的と思われる方法でコモディティの調達を図る、
という競争市場の姿が多くの場面で見られるようになっている。電力を含むエネルギー市場
においても自由化が進みつつある。その中で、エネルギー供給にかかるセキュリティ確保の
方策として、我々は何を考えておけばよいのであろうか。私は２つの視点が必要であると考
えている。 
ａ．短期的セキュリティ 
 一つ目は、短期的なセキュリティとでも呼べるものである。例えば、資源保有者のカルテ
ル結成、あるいは地域紛争の勃発などによって、市場が一時的に擾乱されて、エネルギーの
供給量が減少する、あるいは価格が高騰する、というようなケースが考えられるだろう。特
にエネルギーのような必需品は、ごく僅かな供給不足が大きな価格上昇を引き起こす、とさ



れている。最近では投機的な資金の流入がこの傾向を更に強めている、とされる。このよう
な状況が発生した場合、その影響の大きさはその国がどのようなエネルギー源をどのように
調達していたか、によって大きく異なることになる。そのような状況を想定しても、その国
の国民が大きな不利益を被ることがないように日頃から措置を講じておくことは、一国の
政府が果たすべき重要な役割であって、政策を決める際の重要な課題として扱うべきものと
いえよう。 
 しかし、このような供給上の問題が発生するとしても、それが長期にわたって続く、とい
うことは昨今の世界情勢を見れば考えにくいだろう。従って、これへの対処としては、本来
の市場の需給バランスから決まるはずの価格、供給量からの一時的なずれをいかに吸収す
るか、がポイントとなる。 
ｂ．長期的セキュリティ 
 二つ目はより長期的なセキュリティとでも呼べるものである。化石燃料エネルギーが過
去数千万年から数億年もかけて自然が作った蓄積を食いつぶしているものである以上、そ
の有限性は確かなものであろう。今後の開発途上国の人口増加、経済成長を考えるなら、化
石燃料資源は徐々に条件の悪いものを採掘せざるをえなくなり、長期的に見るなら、必ずそ
の価格は上昇すると考えるのが自然である。 
 その時に資源を持たない日本が必要とする資源を大きな負担なく調達できるかどうか、
はその時点の世界市場の中で日本のもつ購買力が十分であるかどうか、によっている。エネ
ルギー価格が上昇し、それに見合うだけの国力、経済力を我々が維持できなければ、これま
でのような豊かさ、先進国の地位は維持できない、ということになる可能性が大きい。化石
燃料価格の上昇がいつどのようにおきるか、については大きな不確定性がある。しかし、こ
のような長期的なエネルギー価格の上昇、あるいは国の経済力、購買力の変化などに対して、
不確定性を前提として今打てる手を打っておくことが必要であると考えられる。 
 また、地球環境問題はもう一つの条件を我々に課しつつある。仮に化石資源があったとし
ても地球環境問題上、それが使いづらくなる可能性もあり得よう。 
 このような市場環境の長期的な変化に対するセキュリティをここでは長期的なセキュリ
ティと呼ぶことにしたい。 
 これへの対処は、将来は不確定であることを前提にした上で、将来に向けてどれだけ選択
肢を準備しておけるか、がポイントになると思われる。 
 
３．エネルギーセキュリティ上考慮すべき条件と日本の特徴 
 このような短期、長期のセキュリティ確保の方策を考える上で、我々が考慮すべき条件に
はどのようなものがあるだろうか。 
 まず、地政学的な条件をあげることができる。天然資源が地球上に偏在しているものであ
る以上、その国が位置している場所、周辺状況は考慮すべき重要な点である。日本は、島国
である上、その位置する東アジアにはエネルギー資源が乏しい。また電力系統も海外と連係



はとられていない。 
 エネルギー消費量も大きな要素である。我が国は工業国であってエネルギー消費量も大き
い。日本の人口は世界の２％だが、エネルギー消費量は５－６％にもなる。 
 これにもかかわらず、国内の化石エネルギー資源量は極めて限られており、ほとんどを輸
入に頼っている。 
 このエネルギー資源を調達する外貨は、我々の産業が作りだした工業製品を輸出するこ
とで賄われている。 
 また、我々は平和国家を目指している。 
また、環境問題についても、特に都市部ではエネルギー消費密度が高く、環境問題に対する
国民の意識も高い。 
 これらを踏まえた時、我々が目指すべきセキュリティ確保の方策はどのようなものになる
のであろうか。 
 
４．セキュリティ確保策 
 短期的なセキュリティ確保のためには、エネルギー源を適切に組み合わせ、いろいろな事
態が発生してもできるだけ安定供給できる構成としておく必要があるだろう。  また資源
をいろいろな地域から調達するなど、供給源を多様化することも重要である。この際、でき
るだけ政情の安定した国からの輸入を増す努力も必要であろう。 
 また、ある量の資源を国内に備蓄しておくことも必要である。 
 長期的なセキュリティの確保のためには、それが将来の不確定性への備えであることか
ら、様々な状況を考えてできるだけ選択肢を増しておくことが重要である。特に資源を持た
ない我々は、エネルギー関連の技術開発を行って技術でエネルギーを確保する努力が必要で
ある。また、我が国の経済力、その源となる技術力を維持しバーゲニングパワーを保ってい
くことが重要である。このような技術セキュリティという視点も我々にとって欠かすことが
できない。 
 このようなセキュリティ確保策は、条件が異なる国ではその内容も当然異なるものであ
って、日本にとって何が望ましいのか、という視点から考える必要がある。 
 
５．原子力：短期的セキュリティへの貢献 
 このようなセキュリティ確保という観点から原子力を見てみたい。 
（エネルギー源の適切な組み合わせによる安定供給） 
 これまで我々はエネルギー資源の多様化を図り、いわゆるベストミックスを形成するよ
う努力してきた。電力供給源の多様化度をあらわす多様化指標、という値があるが、日本の
電力供給の多様化指標は１．５５とＯＥＣＤ諸国の中でもっとも大きな値となっている。こ
れは、石油危機以降、ガス、石炭など火力燃料の多様化を行ってきたことに加え、原子力を
有意な量確保して、エネルギーポートフォーリオをバランスよく形成してきた政策が正しか



ったことを意味していよう。 
 また原子力は燃料費の割合が低く、資源価格上昇に対する感度が低い上、一旦原子炉に燃
料を装荷すれば１年間は運転ができる、という特徴がある。 
（資源供給源の多様化） 
 ウラン鉱石は輸入に頼らざるをえないが、我々はカナダ、イギリス、南ア、豪国、仏国、
米国など各国からウランを輸入しており、その供給国の政情は安定している。 
 これに対し、日本の原油輸入の中東依存度は近年また上昇傾向にあり、１９９８年実績で
は８６．２％にもなっている。 
（備蓄） 
 原子力はそのエネルギー密度が高く、ごく僅かな燃料から多量のエネルギーを抽出する
ことができる。このため、備蓄性に極めて優れている、という特徴がある。現在国内の濃縮
工場や燃料加工工場などフロントエンド関連施設は国内の軽水炉発電所を約２．７年動か
すのに十分なウランをフローストックとして持っている。これは石油換算で約２億３千万Ｋ
Ｌ相当のエネルギーを備蓄していることになる。特段備蓄を意図することなく通常の工程
の中にこれだけの燃料を保持しえるエネルギー源は化石燃料にはない。ちなみに、日本では
国家、民間それぞれが約５，０００万ＫＬ、合計１億ＫＬの石油資源を備蓄しているが石油
備蓄のための平成１２年度予算は年間約３，１００億円である。 
 
６．原子力：長期的セキュリティへの貢献 
（選択肢多様化、技術によるエネルギー確保） 
 世界エネルギー会議（ＷＥＣ）によれば、資源ベースでみて、ウランの資源量は２６０Ｇ
ｔｏｅ、在来石油資源のそれは２９５Ｇｔｏｅである。このようにウランの資源規模は在来
石油資源に匹敵しており、原子力は資源量の大きなエネルギー源であるといえる。またＷＥ
Ｃによればこの資源量はＦＢＲによって１５，５４０Ｇｔｏｅとなる、とされている。また、
原子力は資源依存度が低く、かつ発電の過程でＣＯ２発生がない。有意な量の原子力を今後
とも保持することで将来の化石燃料の価格上昇や地球環境問題の深刻化解決の選択肢を確
保することができる。 
（国の技術力、経済力維持） 
 原子力は技術エネルギーであって、その燃料費は全体のコストの２－３割程度である。ま
た海外に依存している部分はさらに小さく、ウラン鉱石など全体の１割程度に過ぎない。そ
のコストの９割は国内産業に環流し、大きな経済効果を呼んでいる。原子力は準国産エネル
ギーと呼べるものといえる。 
 また、原子力は関連する分野も広く、それによって裾野の広い産業が構築されている。  
資源がなく、技術創造立国をしようとしている日本にとって、このような技術によるエネル
ギー開発は、技術開発自体が及ぼす効果そのものと、それによってもたらされるエネルギー
双方からなる、二重のものということができる。 



 原子力の経済性については既に多くの議論がなされているが、化石燃料と比較しても遜
色ない経済性を達成できる、との評価が示されている。 
 原子力は国の技術力、経済力の維持に貢献できるエネルギー供給力であるということが
できる。 
 
７．原子力を長期的な選択肢とするために 
 ウラン資源もまた有限ではあるが、リサイクルによって利用可能なエネルギー量は飛躍的
に大きくなる。この原理については既に各国のＦＢＲ、我が国の常陽などで確認されている。
しかしリサイクル技術は技術開発を行ってはじめて利用が可能となるものでその技術の規
模、性格からそれに要する時間も大変に長い。原子力は誰でも使いたいときにすぐ使えるエ
ネルギー源ではなく、長期にわたる準備を経て実用が可能となる時定数の長い技術である
と言える。よりよい技術を目指して着実な研究開発が必要であるといえる。 
 なお、研究開発への取り組み方について、リサイクルは技術開発のみでよい、再処理工場
は不要、との意見もある。しかし再処理工場などサイクル関連施設は１５年あるいは２０年
に一度しか建設が行われず、その経験を次の世代にフィードバックするには何十年もの期間
を要する。このような施設については、実用規模での技術実証を通じて着実な技術改良を加
えていくことが必要であると考えている。 
また原子力エネルギーの用途についても、一次エネルギーの中に占める割合は小さい、との
意見もある。現在、輸送用などにはより使いやすい化石燃料があり、原子力を活用する必要
性がないためそのエネルギーは軽水炉による発電のみで活用されている。しかしこれが原
子力エネルギー利用の唯一の方法ではない。将来化石燃料の価格が上昇するなら、熱利用に
よる水素製造、メタノール合成などを通じて分散電源や輸送用動力などにも利用される可能
性がある。今の利用形態は原子力のもつ力のほんの一部を利用しているに過ぎず、潜在的に
はより大きな能力を有するエネルギー源である。 
 
８．まとめ 
 これらの観点から原子力開発利用はエネルギー安定供給確保を目指した総合的危機管理
上有効であって、原子力オプションを今後も維持するべく政府が以下を目的として諸施策を
取っていくことが望まれる。 
（１） 既存原子力発電の着実な運転管理 
（２） 今後のエネルギー需給計画において、原子力を含んで適切な供給源割合を維持 
（３） よりよいシステムを目指してリサイクル技術を経済合理性に配慮しつつ取り入れて

資源循環社会にふさわしい姿に変貌 
（４） 長期的観点からより高度のリサイクル技術の研究開発の実施 
 既に今年の３月から電力市場の一部自由化が行われており、この制度の検証が３年後を
目途に行われることとなっている。このような今後の検討に際しては、それと並行してセキ



ュリティなど公益確保に係る必要事項を明確にして適切な施策を採っていくこと、そして役
割分担を明確にした上で民間活力を活かし、かつ原子力の特徴を踏まえた枠組みを検討し
ていくことが必要であると考えている。今後更に２１世紀を見通した我が国のエネルギーセ
キュリティのあり方に関して幅広い議論が行われていくことを期待したい。 
 

以上 
 


